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 高知県水産業競争力強化緊急施設整備事業費補助金交付要綱 

 

（略） 

 

（補助の目的） 

第２条　県は、浜の活力再生広域プラン（広域浜プランの策定及び関連施策の

連携について（平成 28 年１月 20 日付け 27 水港第 2627 号農林水産事務次

官依命通知）第２の１に掲げるものをいう。以下同じ。）の承認を受けた漁

村地域において、事業実施主体が実施する競争力強化のための施設整備及

び産地市場の統廃合を推進するための施設整備を支援することを目的に、

市町村（以下「補助事業者」という。）に対し予算の範囲内で補助金を交付

する。 

 

（略） 

 

（補助率及び補助対象施設） 

第４条  補助事業の補助対象施設、補助率及び補助要件等は、別表第２に定

めるとおりとする。ただし、区分ごとに算出された補助金の交付額に 1,000

円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（略） 

 

（補助の条件） 

第６条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項

を遵守しなければならない。 

高知県水産業競争力強化緊急施設整備事業費補助金交付要綱 

 

（略） 

 

（補助の目的） 

第２条　県は、浜の活力再生広域プラン（広域浜プランの策定及び関連施策の

連携について（平成 28 年１月 20 日付け 27 水港第 2627 号農林水産事務次

官依命通知）第２の１に掲げるものをいう。以下同じ。）の承認を受けた漁

村地域において、競争力強化のための施設整備及び産地市場の統廃合を推

進するための施設整備を支援することを目的に、市町村（以下「補助事業者」

という。）に対し予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

 

（略） 

 

（補助率及び補助対象施設） 

第４条  補助事業の補助対象施設、補助率及び実施要件等は、別表第２に定

めるとおりとする。ただし、区分ごとに算出された補助金の交付額に 1,000

円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（略） 

 

（補助の条件） 

第６条　補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項

を遵守しなければならない。 
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 （1）～(11)（略） 

（12）事業ごとに環境配慮のチェック・要件化（みどりチェック）チェックシ

ート（別記第３－１号様式又は別記第３－２号様式）を作成し、交付申請時及

び実績報告時に知事へ提出すること。   

 

（略） 

 

（概算払） 

第９条　補助事業者は補助金の概算払の請求をしようとするときは、別記第

４号様式による請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第 10 条　規則第 10 条第１項の規定による報告書の様式及び提出期限は次に

定めるとおりとする。 

 

（実績報告） 

第 11 条　規則第 11 条第１項の規定による実績報告書の様式は、別記第７－

１号様式によるものとし、補助事業の完了の日から起算して 30 日を経過し

た日又は補助金の交付の決定があった年度の２月末日のいずれか早い日ま

でに、１部を知事に提出しなければならない。 

（1）～(11)（略） 

（新設） 

 

 

 

（略） 

 

（概算払） 

第９条　補助事業者は補助金の概算払の請求をしようとするときは、別記第

３号様式による請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第 10 条　規則第 10 条第１項の規定による報告書の様式及び提出期限は次に

定めるとおりとする。 

 

（実績報告） 

第 11 条　規則第 11 条第１項の規定による実績報告書の様式は、別記第６－

１号様式によるものとし、補助事業の完了の日から起算して 30日を経過し

た日又は補助金の交付の決定があった年度の２月末日のいずれか早い日ま

でに、１部を知事に提出しなければならない。 

 種類 様式 提　　出　　期　　限

 事業着手報告書 別記第５号様

式

補助事業の着手後７日以内

 遂行状況報告書 別記第６号様

式

事業の着手後９月末現在の状況について

10 月 10 日まで

 種類 様式 提　　出　　期　　限

 事業着手報告書 別記第４号様

式

補助事業の着手後７日以内

 遂行状況報告書 別記第５号様

式

事業の着手後９月末現在の状況について

10 月 10 日まで
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 ２　第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業

者は、前項の補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係

る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合は、これを補助金額から減

額して報告しなければならない。 

３　第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業

者は、第１項の補助事業等実績報告書を提出した後において、消費税の申告

により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合は、その金

額（前項の規定により減額した場合については、その金額が減じた額を上回

る部分の金額）を別記第８号様式により速やかに知事に報告するとともに、

知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

 

（事後評価報告） 

第 12 条　補助事業者は、実施計画に定められた成果目標の達成状況を原則と

して、目標年度の翌年度の６月末までに別記第９－１号様式により県に報

告するものとする。 

 

（略） 

 

（県内発注） 

第 14 条　補助事業者は、補助事業の実施において県が定める「公共調達によ

る地消地産推進戦略」に沿った県内発注に努めるものとする。 

 

（情報開示） 

第 15 条　補助事業又は補助事業者に関して高知県情報公開条例（平成２年高

知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の

２　第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業

者は、前項の補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係

る消費税仕入控除税額等が明らかになった場合は、これを補助金額から減

額して報告しなければならない。 

３　第５条第２項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした補助事業

者は、第１項の補助事業等実績報告書を提出した後において、消費税の申告

により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定した場合は、その金

額（前項の規定により減額した場合については、その金額が減じた額を上回

る部分の金額）を別記第７号様式により速やかに知事に報告するとともに、

知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

 

（事後評価報告） 

第 12 条　補助事業者は、実施計画に定められた成果目標の達成状況を原則と

して、目標年度の翌年度の６月末までに別記第８－１号様式により県に報

告するものとする。 

 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

（情報開示） 

第 14 条　補助事業又は補助事業者に関して高知県情報公開条例（平成２年高

知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の
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 規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。 

 

削除 

 

 

（附則） 

　１　この要綱は、令和８年８月 12 日から施行する。 

　２　この要綱は、令和 11年５月 31 日限りでその効力を失う。ただし、この

要綱に基づき交付された補助金については、第６条第６号から第 11 号まで、

第８条、第 11条第３項、第 12 条及び第 15条の規定は、同日以降もなおその

効力を有する。 

 

 

（略）

規定による非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。 

 

（附則） 

　１　この要綱は、令和４年３月 23日から施行する。 

 

（附則） 

　１　この要綱は、令和５年６月１日から施行し、令和５年４月１日から適用

する。 

　２　この要綱は、令和６年５月 31 日限りでその効力を失う。ただし、この

要綱に基づき交付された補助金については、第６条第６号から第 11号まで、

第８条、第 11 条第３項、第 12 条及び第 14条の規定は、同日以降もなおその

効力を有する。 

 

（略）
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 別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 
 番号 補助対象施設 補助率 

（別表第３に

定める事業に

該当する場合

は、6/10 以内

とする（ただ

し、防災対策

関係施設は除

く）。）

補助要件 補助内容

 １～20　（略）

 21 放置艇収容施

設

1/2以内 ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律（昭和 25

年法律第 137 号）に基づき指定

された漁港の区域内とする。た

だし、漁港の区域外において整

備することが適当であると認

められるものについてはこの

限りではない。  
・当該漁港の区域内又は周辺

水域等に係留されている放置

艇を適切に収容し、漁船等との

利用調整を図るために必要な

以下の整備を行う。

 ①簡易な

係留施設

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港及び漁場の整備

等に関する法律第３条第１号

のロに掲げる係留施設のうち

簡易な浮桟橋、桟橋等及びこれ

らに附属する設備で、当該施設

を構成するのに必要なものと

する。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

及び漁場の整備等に関

する法律第３条第１号

のロに掲げる係留施設

のうち簡易な浮桟橋、

桟橋等及びこれらに附

属する設備

 番号 対象施設 補助率 
（別表第３に

定める事業に

該当する場合

は、6/10 以内

とする（ただ

し、防災対策

関係施設は除

く）。）

実施要件 事業内容

 １～20　（略）

 21 放置艇収容施

設

1/2以内 ・原則として漁港漁場整備法

（昭和 25 年法律第 137 号）に

基づき指定された漁港の区域

内とする。ただし、漁港の区域

外において整備することが適

当であると認められるものに

ついてはこの限りではない。  
・当該漁港の区域内又は周辺

水域等に係留されている放置

艇を適切に収容し、漁船等との

利用調整を図るために必要な

以下の整備を行う。

 ①簡易な

係留施設

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港漁場整備法第３

条第１号のロに掲げる係留施

設のうち簡易な浮桟橋、桟橋等

及びこれらに附属する設備で、

当該施設を構成するのに必要

なものとする。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

漁場整備法第３条第１

号のロに掲げる係留施

設のうち簡易な浮桟

橋、桟橋等及びこれら

に附属する設備



新 旧

  ②陸上保

管・上下

架施設

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、プレジャーボート等

を陸上に保管するために必要

な上下架施設及び保管施設並

びにこれらに附属する設備で、

当該施設を構成するのに必要

なものとする。ただし、陸上保

管施設の整備に必要な用地整

備として、漁港施設用地の舗装

等は交付の対象とするが、埋立

等を伴う新たな用地造成は交

付の対象としない。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、プレ

ジャーボート等を陸上

に保管するために必要

な上下架施設及び保管

施設並びにこれらに附

属する設備

 ③突堤 漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港及び漁場の整備

等に関する法律第３条第１号

のイに掲げる外郭施設のうち、

突堤及びこれらに附属する設

備で、当該施設を構成するのに

必要なものとする。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

及び漁場の整備等に関

する法律第３条第１号

のイに掲げる外郭施設

のうち、突堤及びこれ

らに附属する設備

 ④廃船処

理経費

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港の区域内におけ

るプレジャーボート等の廃船

（漁船以外）を処理するために

必要な経費とする。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

の区域内におけるプレ

ジャーボート等の廃船

（漁船以外）を処理す

るために必要な経費

 ⑤船舶等

放置対策

設備

漁港及び漁場の整備等に関す

る法律に基づき、船舶等の放置

禁止区域等を示す看板、柵等及

びこれらに附属する設備で、当

該施設を構成するのに必要な

ものとする。

船舶等の放置禁止区域

等を示す看板、柵等及

びこれらに附属する設

備

 ②陸上保

管・上下

架施設

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、プレジャーボート等

を陸上に保管するために必要

な上下架施設及び保管施設並

びにこれらに附属する設備で、

当該施設を構成するのに必要

なものとする。ただし、陸上保

管施設の整備に必要な用地整

備として、漁港施設用地の舗装

等は交付の対象とするが、埋立

等を伴う新たな用地造成は交

付の対象としない。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、プレ

ジャーボート等を陸上

に保管するために必要

な上下架施設及び保管

施設並びにこれらに附

属する設備

 ③突堤 漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港漁場整備法第３

条第１号のイに掲げる外郭施

設のうち、突堤及びこれらに附

属する設備で、当該施設を構成

するのに必要なものとする。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

漁場整備法第３条第１

号のイに掲げる外郭施

設のうち、突堤及びこ

れらに附属する設備

 ④廃船処

理経費

漁港及び周辺水域の放置艇対

策として、漁港の区域内におけ

るプレジャーボート等の廃船

（漁船以外）を処理するために

必要な経費とする。

漁港及び周辺水域の放

置艇対策として、漁港

の区域内におけるプレ

ジャーボート等の廃船

（漁船以外）を処理す

るために必要な経費

 ⑤船舶等

放置対策

設備

漁港漁場整備法に基づき、船舶

等の放置禁止区域等を示す看

板、柵等及びこれらに附属する

設備で、当該施設を構成するの

に必要なものとする。

船舶等の放置禁止区域

等を示す看板、柵等及

びこれらに附属する設

備
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  22 船舶離発着施

設

1/2 以内※ ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律（昭和 25

年法律第 137 号）に基づき指定

された漁港の区域内とする。た

だし、漁港の区域外において整

備することが適当であると認

められるものについてはこの

限りではない。 
・離島航路、定期船等の離発着

に必要な待合所（休憩所、便所

等）、浮桟橋、乗降設備、利便

設備及びこれらに附属する設

備で当該施設を構成するのに

必要なものとする。

離島における水産物出

荷・島外流通に必要な、

フェリー・定期便等の

就航・係留のための浮

桟橋、乗降設備、利便

設備及びこれらに附属

する設備（離島に限

る。）

 23 岸壁等の軽労

化施設

1/2 以内 ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律に基づき

指定された漁港の区域内とす

る。ただし、漁港の区域外にお

いて整備することが適当であ

ると認められるものについて

はこの限りではない。 
・浮桟橋及びベルトコンベア、

クレーン等の軽労化施設並び

にこれらに附属する設備で、当

該施設を構成するのに必要な

ものとする。

浮桟橋及びベルトコン

ベア、クレーン等の軽

労化施設並びにこれら

に附属する設備（固定

式の施設に限る。）

 24 航路・泊地の

安全 
対策

1/2 以内 ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律に基づき

指定された漁港の区域内とす

る。ただし、漁港の区域外にお

いて整備することが適当であ

ると認められるものについて

はこの限りではない。  
・航路及び泊地の安全対策に

必要な灯標の設置及び除砂（除

砂設備、除砂船、除砂に要する

経費）を交付の対象とする。た

航路及び泊地の安全対

策に必要な灯標の設置

及び除砂 

 22 船舶離発着施

設

1/2 以内※ ・原則として漁港漁場整備法

（昭和 25 年法律第 137 号）に

基づき指定された漁港の区域

内とする。ただし、漁港の区域

外において整備することが適

当であると認められるものに

ついてはこの限りではない。 
・離島航路、定期船等の離発着

に必要な待合所（休憩所、便所

等）、浮桟橋、乗降設備、利便

設備及びこれらに附属する設

備で当該施設を構成するのに

必要なものとする。

離島における水産物出

荷・島外流通に必要な、

フェリー・定期便等の

就航・係留のための浮

桟橋、乗降設備、利便

設備及びこれらに附属

する設備（離島に限

る。）

 23 岸壁等の軽労

化施設

1/2 以内 ・原則として漁港漁場整備法

に基づき指定された漁港の区

域内とする。ただし、漁港の区

域外において整備することが

適当であると認められるもの

についてはこの限りではない。 
・浮桟橋及びベルトコンベア、

クレーン等の軽労化施設並び

にこれらに附属する設備で、当

該施設を構成するのに必要な

ものとする。

浮桟橋及びベルトコン

ベア、クレーン等の軽

労化施設並びにこれら

に附属する設備（固定

式の施設に限る。）

 24 航路・泊地の

安全 
対策

1/2 以内 ・原則として漁港漁場整備法

に基づき指定された漁港の区

域内とする。ただし、漁港の区

域外において整備することが

適当であると認められるもの

についてはこの限りではない。  
・航路及び泊地の安全対策に

必要な灯標の設置及び除砂（除

砂設備、除砂船、除砂に要する

経費）を交付の対象とする。た

だし、除砂を行う場合、次のア

航路及び泊地の安全対

策に必要な灯標の設置

及び除砂 
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  だし、除砂を行う場合、次のア

及びイの要件を満たすことが

必要である。また、当該地区の

除砂は、概ね５年に１回限りと

し、その範囲は、航路・泊地の

安全を確保するのに必要最小

限の範囲とする。  
ア 漁港管理者が当該水域の適

切な維持管理を図っている漁

港  
イ 当該漁港の置かれている自

然条件等の地域特性から、当面

抜本的な埋没対策が困難な漁

港又は突発的な要因により埋

没が見られる漁港

 25 ゴ ミ 処 理 施

設、便 
所、緑地、駐車

場 
等の環境施設

1/2 以内 ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律に基づき

指定された漁港の区域内とす

る。ただし、漁港の区域外にお

いて整備することが適当であ

ると認められるものについて

はこの限りではない。  
・漁港及び漁場の整備等に関

する法律第３条第２号のカに

掲げる漁港環境整備施設のう

ち、植栽、運動施設、便所、休

憩所、ゴミ処理施設、駐車場（立

体駐車場を含む）及びこれらに

附属する設備で、当該施設を構

成するのに必要なものとする。

漁港及び漁場の整備等

に関する法律第３条第

２号のカに掲げる漁港

環境整備施設のうち、

植栽、運動施設、便所、

休憩所、ゴミ処理施設、

駐車場（立体駐車場を

含む）及びこれらに附

属する設備

 及びイの要件を満たすことが

必要である。また、当該地区の

除砂は、概ね５年に１回限りと

し、その範囲は、航路・泊地の

安全を確保するのに必要最小

限の範囲とする。  
ア 漁港管理者が当該水域の適

切な維持管理を図っている漁

港  
イ 当該漁港の置かれている自

然条件等の地域特性から、当面

抜本的な埋没対策が困難な漁

港又は突発的な要因により埋

没が見られる漁港 

 25 ゴ ミ 処 理 施

設、便 
所、緑地、駐車

場 
等の環境施設

1/2 以内 ・原則として漁港漁場整備法

に基づき指定された漁港の区

域内とする。ただし、漁港の区

域外において整備することが

適当であると認められるもの

についてはこの限りではない。  
・漁港漁場整備法第３条第２

号のカに掲げる漁港環境整備

施設のうち、植栽、運動施設、

便所、休憩所、ゴミ処理施設、

駐車場（立体駐車場を含む）及

びこれらに附属する設備で、当

該施設を構成するのに必要な

ものとする。 

漁港漁場整備法第３条

第２号のカに掲げる漁

港環境整備施設のう

ち、植栽、運動施設、

便所、休憩所、ゴミ処

理施設、駐車場（立体

駐車場を含む）及びこ

れらに附属する設備
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  26 漁港機能改善

施設

1/2 以内 ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律に基づき

指定された漁港の区域内とす

る。ただし、漁港の区域外にお

いて整備することが適当であ

ると認められるものについて

はこの限りではない。  
・次に掲げる施設の既存施設

について、漁港機能の向上を図

るために必要な小規模な改良

を行うものとする。

 ① 防 波

堤、護岸

等 の 外

郭施設

・漁港及び漁場の整備等に関

する法律第３条第１号のイに

掲げる外郭施設及びこれらに

附属する設備で、当該施設を構

成しているものを交付の対象

とする。 
・外郭施設には当該施設の機

能上、利用上又は管理上必要と

認められる場合に限り、附属設

備として、係船柱、係船環、防

衝設備、階段、はしご、防護柵、

車止め、照明設備、灯標又は防

風設備等を設置することがで

きる。

漁港及び漁場の整備等

に関する法律第３条第

１号のイに掲げる外郭

施設及びこれらに附属

する設備

 ②岸壁、

船揚場等

の係留施

設

・漁港及び漁場の整備等に関

する法律第３条第１号のロに

掲げる係留施設のうち、岸壁、

物揚場、船揚場（以上において

は、埋立てを伴う場合を除

く。）、係船浮標、係船くい、桟

橋、浮桟橋及びこれらに附属す

る設備で、当該施設を構成して

いるものを交付の対象とする。  
・岸壁、物揚場、桟橋、浮桟橋

等には、当該施設の機能上又は

管理上必要と認められる場合

漁港及び漁場の整備等

に関する法律第３条第

１号のロに掲げる係留

施設のうち、岸壁、物

揚場、船揚場、係船浮

標、係船くい、桟橋、

浮桟橋及びこれらに附

属する設備

 26 漁港機能改善

施設

1/2 以内 ・原則として漁港漁場整備法

に基づき指定された漁港の区

域内とする。ただし、漁港の区

域外において整備することが

適当であると認められるもの

についてはこの限りではない。  
・次に掲げる施設の既存施設

について、漁港機能の向上を図

るために必要な小規模な改良

を行うものとする。

 ① 防 波

堤、護岸

等 の 外

郭施設

・漁港漁場整備法第３条第１

号のイに掲げる外郭施設及び

これらに附属する設備で、当該

施設を構成しているものを交

付の対象とする。 
・外郭施設には当該施設の機

能上、利用上又は管理上必要と

認められる場合に限り、附属設

備として、係船柱、係船環、防

衝設備、階段、はしご、防護柵、

車止め、照明設備、灯標又は防

風設備等を設置することがで

きる。

漁港漁場整備法第３条

第１号のイに掲げる外

郭施設及びこれらに附

属する設備

 ②岸壁、

船揚場等

の係留施

設

・漁港漁場整備法第３条第１

号のロに掲げる係留施設のう

ち、岸壁、物揚場、船揚場（以

上においては、埋立てを伴う場

合を除く。）、係船浮標、係船く

い、桟橋、浮桟橋及びこれらに

附属する設備で、当該施設を構

成しているものを交付の対象

とする。  
・岸壁、物揚場、桟橋、浮桟橋

等には、当該施設の機能上又は

管理上必要と認められる場合

漁港漁場整備法第３条

第１号のロに掲げる係

留施設のうち、岸壁、

物揚場、船揚場、係船

浮標、係船くい、桟橋、

浮桟橋及びこれらに附

属する設備
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  に限り、附属設備として、防舷

材、係船柱、係船環、車止め、

照明設備、灯標、防風設備、階

段、はしご、防護柵若しくは排

水溝に附帯する沈砂地又はス

クリーンを設置することがで

きる。  
・船揚場には、当該施設の機能

上又は管理上必要と認められ

る場合に限り、附属設備とし

て、係船環、照明設備、車止め、

防護柵、防風設備又は滑り材を

設置することができる。

 ③臨港道

路等の輸

送施設 

・漁港及び漁場の整備等に関

する法律第３条第２号のイに

掲げる輸送施設のうち、道路、

橋及びこれらに附帯する施設

で、当該施設を構成しているも

のを交付の対象とする。  
・道路及び橋は、車道、歩道、

中央帯、路肩、停車帯等により

構成されるものとする。  
・道路及び橋には、当該施設の

機能上、安全上又は管理上必要

と認められる場合に限り、附属

設備として、防護柵、車止め、

照明設備、街路樹又は植栽、道

路標識、橋梁桁下の標識、防雪

設備又は除雪、融雪設備等を設

置することができる。

漁港及び漁場の整備等

に関する法律第３条第

２号のイに掲げる輸送

施設のうち、道路、橋

及びこれらに附帯する

施設

 ④漁港施

設用地の

舗装等 

漁港及び漁場の整備等に関す

る法律第３条第２号のハに掲

げる漁港施設用地について、舗

装、インターロッキングの設置

等を交付の対象とする。

漁港及び漁場の整備等

に関する法律第３条第

２号のハに掲げる漁港

施設用地について、舗

装、インターロッキン

グの設置等

 27～28（略）

 に限り、附属設備として、防舷

材、係船柱、係船環、車止め、

照明設備、灯標、防風設備、階

段、はしご、防護柵若しくは排

水溝に附帯する沈砂地又はス

クリーンを設置することがで

きる。  
・船揚場には、当該施設の機能

上又は管理上必要と認められ

る場合に限り、附属設備とし

て、係船環、照明設備、車止め、

防護柵、防風設備又は滑り材を

設置することができる。

 ③臨港道

路等の輸

送施設 

・漁港漁場整備法第３条第２

号のイに掲げる輸送施設のう

ち、道路、橋及びこれらに附帯

する施設で、当該施設を構成し

ているものを交付の対象とす

る。  
・道路及び橋は、車道、歩道、

中央帯、路肩、停車帯等により

構成されるものとする。  
・道路及び橋には、当該施設の

機能上、安全上又は管理上必要

と認められる場合に限り、附属

設備として、防護柵、車止め、

照明設備、街路樹又は植栽、道

路標識、橋梁桁下の標識、防雪

設備又は除雪、融雪設備等を設

置することができる。

漁港漁場整備法第３条

第２号のイに掲げる輸

送施設のうち、道路、

橋及びこれらに附帯す

る施設

 ④漁港施

設用地の

舗装等 

漁港漁場整備法第３条第２号

のハに掲げる漁港施設用地に

ついて、舗装、インターロッキ

ングの設置等を交付の対象と

する。

漁港漁場整備法第３条

第２号のハに掲げる漁

港施設用地について、

舗装、インターロッキ

ングの設置等

 27～28（略）
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  29 深層水等利活

用施設

1/2 以内※ ・原則として漁港及び漁場の

整備等に関する法律に基づき

指定された漁港の区域内及び

その背後集落とする。ただし、

漁港の区域外の海域や漁港の

背後集落外において整備する

ことが適当であると認められ

るものについてはこの限りで

はない。また、港湾法（昭和 25

年法律第 218 号）に基づく港湾

で行う場合には漁業活動が行

われている地域であり当該事

業が水産業の振興に資すると

認められる場合に限る。 
・深層水等の清浄海水の取水

管、導水管、浄水管、送水管、

配水管等及びこれらに附属す

る設備で、当該施設を構成する

のに必要なものとする。なお、

配水管は共同利用施設へ配水

するための幹線及び主要な支

線とし、個別給水管を含まない

ものとする。また、所要の清浄

を確保するのが困難な場合は、

滅菌処理等の施設を整備する

ことができる。 

・また、深層水等を利活用した

製氷施設及び水産物加工施設

並びにこれらに附属する設備

で当該施設を構成するのに必

要なものをあわせて整備する

ことができる。

深層水等の清浄海水の

取水管、導水管、浄水

管、送水管、配水管等

及びこれらに附属する

設備 

 30～32（略）

 29 深層水等利活

用施設

1/2 以内※ ・原則として漁港漁場整備法

に基づき指定された漁港の区

域内及びその背後集落とする。

ただし、漁港の区域外の海域や

漁港の背後集落外において整

備することが適当であると認

められるものについてはこの

限りではない。また、港湾法（昭

和 25 年法律第 218 号）に基づ

く港湾で行う場合には漁業活

動が行われている地域であり

当該事業が水産業の振興に資

すると認められる場合に限る。 
・深層水等の清浄海水の取水

管、導水管、浄水管、送水管、

配水管等及びこれらに附属す

る設備で、当該施設を構成する

のに必要なものとする。なお、

配水管は共同利用施設へ配水

するための幹線及び主要な支

線とし、個別給水管を含まない

ものとする。また、所要の清浄

を確保するのが困難な場合は、

滅菌処理等の施設を整備する

ことができる。 

・また、深層水等を利活用した

製氷施設及び水産物加工施設

並びにこれらに附属する設備

で当該施設を構成するのに必

要なものをあわせて整備する

ことができる。

深層水等の清浄海水の

取水管、導水管、浄水

管、送水管、配水管等

及びこれらに附属する

設備 

 30～32（略）
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 33 防災対策関係

施設

6/10以内 
 
※ （南海トラ

フ地震に係る

地震防災対策

の推進に関す

る特別措置法

（平成14年法

律第 92 号）第

13 条に定める

津波避難対策

緊急事業計画

に基づき実施

する事業によ

り整備される

施設について

は、46/60 以

内）

・次のａ又はｂに該当する集

落を対象とする。  
ただし、災害に強い漁業地域づ

くり事業実施要領（平成７年４

月１日付け７水港第 1070 号農

林水産事務次官依命通知）に基

づく事業基本計画を策定した

地区とする。  
また、漁港の区域外において整

備することが適当であると認

められるものについては、この

限りでない。  
ａ 漁港及び漁場の整備等に関

する法律に基づき指定された

漁港及びこれらの漁港の背後

に位置する集落  
ｂ 漁業センサス（指定統計第6

7号）の対象となる漁業集落

 ①異常気

象監視施

設

異常気象発生時において、漁港

内等の安全確認のために必要

な監視カメラ等及びこれらの

附属設備の整備

異常気象発生時におい

て、漁港内等の安全確

認のために必要な監視

カメラ等及びこれらの

附属設備

 ②非常用

電源施設

災害時を想定した非常用電源

を確保するための施設及びこ

れらの附属設備の整備

災害時を想定した非常

用電源を確保するため

の施設及びこれらの附

属設備

 34～39（略）

 33 防災対策関係

施設

6/10以内 
 
※ （南海トラ

フ地震に係る

地震防災対策

の推進に関す

る特別措置法

（平成14年法

律第 92 号）第

13 条に定める

津波避難対策

緊急事業計画

に基づき実施

する事業によ

り整備される

施設について

は、46/60 以

内）

・次のａ又はｂに該当する集

落を対象とする。  
ただし、災害に強い漁業地域づ

くり事業実施要領（平成７年４

月１日付け７水港第 1070 号農

林水産事務次官依命通知）に基

づく事業基本計画を策定した

地区とする。  
また、漁港の区域外において整

備することが適当であると認

められるものについては、この

限りでない。  
ａ 漁港漁場整備法に基づき指

定された漁港及びこれらの漁

港の背後に位置する集落  
ｂ 漁業センサス（指定統計第6

7号）の対象となる漁業集落

 ①異常気

象監視施

設

異常気象発生時において、漁港

内等の安全確認のために必要

な監視カメラ等及びこれらの

附属設備の整備

異常気象発生時におい

て、漁港内等の安全確

認のために必要な監視

カメラ等及びこれらの

附属設備

 ②非常用

電源施設

災害時を想定した非常用電源

を確保するための施設及びこ

れらの附属設備の整備

災害時を想定した非常

用電源を確保するため

の施設及びこれらの附

属設備

 34～39（略）
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 別表第３（第４条関係） 別表第３（第４条関係） 

 対象事業の概要 対象経費

 １　漁業生

産の構造

改革

(1)　高知マリン

イノベーション

の推進

ア　操業の効率化を図るため、ＩｏＴやＡＩ等の技術を

活用して漁場環境の情報の収集や水揚げ情報提供を

行うのに必要な漁業用通信施設、漁場管理強化施設及

び水産情報高度利用施設並びにこれらの付帯設備の

設置に必要な経費 
イ　産地市場のＩｏＴ化を推進するため、ＩｏＴやＡＩ

等の技術を活用して水揚げ情報の提供や入札業務を

実施する等に必要な漁業用通信施設及び水産情報高

度利用施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要な

経費 
ウ　ア又はイの導入に向けて必要な調査及び実験事業

の実施に必要な経費 

 (2)　養殖業の振

興

ア　ブリの人工種苗導入の推進や既存養殖事業者の生

産規模拡大及び養殖業への新規参入の促進を図るた

め、養殖施設の設置に必要なかん水蓄養殖用施設、養

殖魚の鮮度保持に必要な製氷冷蔵施設、養殖魚の出荷

等に必要な水揚げ荷さばき施設、養殖用種苗の生産に

必要な種苗供給施設及び養殖用餌料を供給するのに

必要な餌料供給施設並びにこれらの付帯設備の設置

に必要な経費 
イ　アの導入に向けて必要な調査及び実験事業の実施

に必要な経費

 (3)削除 削除

 対象事業の概要 対象経費

 １　漁業生

産の構造

改革

(1)　効率的な漁

業生産体制への

転換

ア　操業の効率化を図るため、ＩｏＴやＡＩ等の技術を

活用して漁場環境の情報の収集や水揚げ情報提供を

行うのに必要な漁業用通信施設、漁場管理強化施設及

び水産情報高度利用施設並びにこれらの付帯設備の

設置に必要な経費 
イ　産地市場のＩｏＴ化を推進するため、ＩｏＴやＡＩ

等の技術を活用して水揚げ情報の提供や入札業務を

実施する等に必要な漁業用通信施設及び水産情報高

度利用施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要な

経費 
ウ　ア又はイの導入に向けて必要な調査及び実験事業

の実施に必要な経費 

 (2)　養殖生産の

拡大

ア　ブリの人工種苗生産の推進や養殖業への新規参入

の促進を図るため、養殖施設の設置に必要なかん水蓄

養殖用施設、養殖魚の鮮度保持に必要な製氷冷蔵施

設、養殖魚の出荷等に必要な水揚げ荷さばき施設、養

殖用種苗の生産に必要な種苗供給施設及び養殖用餌

料を供給するのに必要な餌料供給施設並びにこれら

の付帯設備の設置に必要な経費 
イ　アの導入に向けて必要な調査及び実験事業の実施

に必要な経費 

 (3)　漁場の有効

活用の促進

ア　地元と協働した企業参入を促進するため、水揚げの

増加等に対応するのに必要な製氷冷蔵施設及び水揚

げ荷さばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に必

要な経費 
イ　生産力向上のための漁場づくりのうち、築いそ設置

事業に必要な経費 
ウ　ア又はイの導入に向けて必要な調査及び実験事業

の実施に必要な経費



新 旧

  ２　市場対

応力のある

産地加工体

制の構築強

化

(1)　加工施設の

立地促進や機能

等の強化 

ア　輸出に対応した加工施設の立地促進並びに加工施

設の機能強化及び衛生管理の高度化を図るため、加工

残さ等を廃棄するのに必要な廃棄物処理施設、漁獲物

を加工及び処理するのに必要な水産物加工処理施設

及び漁獲物の取扱の増加又は高度化に対応するため

に必要な水揚げ荷さばき施設並びにこれらの付帯設

備の設置に必要な経費 
イ　輸出に適した加工用原魚を確保するため、加工用原

魚を養殖するために必要なかん水蓄養殖施設、ＨＡＣ

ＣＰ認定を取得するのに必要な製氷冷蔵施設及び水

揚げ荷さばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に

必要な経費 
ウ　ア又はイの導入に向けて必要な実験事業の実施に

必要な経費

 (2)　加工関連産業

の強化

加工用原料や製品の保管に必要な冷凍保管ビジネスの

強化を図るため、漁獲物を冷凍又は低温保管するのに必

要な冷凍冷蔵施設及び付帯設備の設置に必要な経費 

 ３　流通･販

売の強化

(1)　外商の拡大 
(2)　輸出の拡大

ア　「高知家の魚応援の店」や卸売市場関係者のネット

ワークを活用した、又は国内外の商社等と連携した大都

市圏や海外への外商活動の一層の強化を図るため、漁獲

物の品質向上を図るのに必要な製氷冷蔵施設及び水揚

げ荷さばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要

な経費 
イ　アの導入に向けて必要な調査及び実験事業の実施

に必要な経費

 削除 
※(1)外商の拡大と

統合

削除

 ２　市場対

応力のある

産地加工体

制の構築

(1)　加工施設の

立地促進や機能

等の強化 

ア　輸出に対応した加工施設の立地促進並びに加工施

設の機能強化及び衛生管理の高度化を図るため、加工

残さ等を廃棄するのに必要な廃棄物処理施設、漁獲物

を加工及び処理するのに必要な水産物加工処理施設

及び漁獲物の取扱の増加又は高度化に対応するため

に必要な水揚げ荷さばき施設並びにこれらの付帯設

備の設置に必要な経費 
（新設） 
イ　アの導入に向けて必要な実験事業の実施に必要な

経費

 (2)　加工関連産業

の強化

ア　加工用原料や製品の保管に必要な冷凍保管ビジネ

スの強化を図るため、漁獲物を冷凍又は低温保管する

のに必要な冷凍冷蔵施設及び付帯設備の設置に必要

な経費 

 ３　流通･販

売の強化

(1)　外商の拡大 ア　「高知家の魚応援の店」や消費地市場とのネットワ

ークを活用した、又は首都圏及び関西圏のパートナーと

連携した外商活動の一層の強化を図るため、漁獲物の品

質向上を図るのに必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷さ

ばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要な経費 
イ　アの導入に向けて必要な調査及び実験事業の実施

に必要な経費

 (2)　輸出の拡大 ア　有望市場への輸出支援を強化するとともに輸出に

適した加工用原魚を確保するため、加工用原魚を養殖す

るのに必要なかん水蓄養殖施設、ＨＡＣＣＰ認定を取得

するのに必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷さばき施設

並びにこれらの付帯設備の設置に必要な経費 
イ　アの導入に向けて必要な実験事業の実施に必要な

経費
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 削除 

※５　産地市場の

機能強化へ移動

削除

 ４　担い手

の確保・育

成

新規就業者の確

保・育成

新規就業者の確保・育成のために必要な漁業研修施設及

び付帯設備の設置に必要な経費 

 ５　産地市

場の機能強

化

ア　産地市場における鮮度向上や衛生管理等の取組を

進めるため、漁獲物の鮮度管理や衛生管理を行うのに

必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷さばき施設並びに

これらの付帯設備の設置に必要な経費 
イ　産地市場の統合を推進するため、産地市場の取扱の

増加又は高度化に必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷

さばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要な

経費 

ウ　ア又はイの導入に向けて必要な実験事業の実施に

必要な経費

 ６　津波や

高潮等の災

害に対する

防災減災対

策

災害発生後、速やかに漁業活動を再開するために必要な

施設の電源設備及び漁船用燃油施設のかさ上げ並びに

水揚げ荷さばき施設の改修に必要な経費

 ７　その他

知事が特に

認める事業

ア　１から５までに定めるもののほか、高知県産業振興

計画の取組のために必要なものとして知事が特に認め

る事業の実施に必要な経費 
イ　６に定めるもののほか、防災減災対策に必要なもの

として知事が特に認める事業の実施に必要な経費

 (3)　産地市場の

機能強化

ア　産地市場における鮮度向上や衛生管理等の取組を

進めるため、漁獲物の鮮度管理や衛生管理を行うのに

必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷さばき施設並びに

これらの付帯設備の設置に必要な経費 
イ　産地市場の統合を推進するため、産地市場の取扱の

増加又は高度化に必要な製氷冷蔵施設及び水揚げ荷

さばき施設並びにこれらの付帯設備の設置に必要な

経費 
ウ　ア又はイの導入に向けて必要な実験事業の実施に

必要な経費

 ４　担い手

の育成・確

保

(1)　新規就業者

の育成

ア　新規就業者の育成のために必要な漁業研修施設及

び付帯設備の設置に必要な経費 

 （新設） （新設）

 ５　防災減

災対策

(1)　津波や高潮

等の災害に対する

防災減災対策

ア　災害発生後、速やかに漁業活動を再開するために必

要な施設の電源設備及び漁船用燃油施設のかさ上げ並

びに水揚げ荷さばき施設の改修に必要な経費

 ６　その他

知事が特に

認める事業

ア　１から４までに定めるもののほか、高知県産業振興

計画の取組のために必要なものとして知事が特に認め

る事業の実施に必要な経費 
イ　５に定めるもののほか、防災減災対策に必要なもの

として知事が特に認める事業の実施に必要な経費
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 （略） 

 

別表第５（第６条関係） 

補助事業の重要な変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

別表第５（第６条関係） 

補助事業の重要な変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区　分 変　更　内　容

 事業内容の変更 

 

 

 

（1）事業の中止又は廃止 

（2）事業実施主体又は管理主体の変更 

（3）施工箇所及び設置場所の変更 

（4）事業費の３割を超える変更又は補助金の増額を伴う

変更 

（5）施設等の新設又は廃止

 区　分 変　更　内　容

 事業内容の変更 

 

 

 

（1）事業実施主体又は管理主体の変更 

（2）施工箇所及び設置場所の変更 

（3）事業費の３割を超える変更又は補助金の増額を伴う

変更 

（4）施設等の新設又は廃止
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（新設） 
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（新設） 
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